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〔 注　記　事　項 〕

①　セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

当社連結企業集団は、スイッチ、キーロック、シートベルト等、自動車用電装部品並びに車体
部品の専門メーカーであり、当該部品の売上高、営業利益及び資産の金額がそれぞれ全セグメ
ントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計の９０％超となっている
ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

（２）所在地別セグメント情報

　当連結会計年度　（自　平成１２年４月１日　　至　平成１３年３月３１日）
（単位：百万円）

日　　本 北　　米 その他の地域 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ　売上高及び営業損益
　　売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高
(2)セグメント間の内部売上高

179,026
12,774

29,758
31

5,127
1,034

213,912
13,839

－
△13,839

213,912
－

計 191,800 29,790 6,161 227,752 △13,839 213,912

営　業　費　用 183,154 27,942 6,139 217,236 △13,601 203,634

営　業　利　益 8,646 1,847 22 10,515 △   238 10,277

Ⅱ　資　　　　　　　産 118,237 14,142 5,955 138,336 29,654 167,990

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　　２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　　　　　(1) 北　　　　米 ・ ・ ・ アメリカ、カナダ
　　　　　(2) その他の地域 ・ ・ ・ イギリス、中華民国、フィリピン、タイ
　　　３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 43,131 百万円であり、その主な
　　　　　ものは親会社の資金（現金及び預金、有価証券及び投資有価証券）等であります。
　　　４．「追加情報」に記載の通り、当連結会計年度より退職給付に係る会計基準を適用しております。
　　　　　これに伴い、適用しない場合に比べ、「日本」の営業費用は 209 百万円増加し、営業利益は
　　　　　同額減少しております。

　前連結会計年度　（自　平成１１年４月１日　　至　平成１２年３月３１日）
（単位：百万円）

日　　本 北　　米 その他の地域 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ　売上高及び営業損益
　　売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高
(2)セグメント間の内部売上高

161,773
12,447

29,818
8
3,914
795
195,506
13,251

－
△13,251

195,506
－

計 174,220 29,827 4,710  208,757 △13,251 195,506

営　業　費　用 168,410 27,611 4,440 200,463 △13,282 187,180

営　業　利　益 5,809 2,215 269 8,294 31 8,325

Ⅱ　資　　　　　　　産 110,500 13,129 4,792 128,422 29,406 157,828

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　　２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　　　　　(1) 北　　　　米 ・ ・ ・ アメリカ、カナダ
　　　　　(2) その他の地域 ・ ・ ・ イギリス、中華民国、フィリピン、タイ
　　　３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 42,241 百万円であり、その主な
　　　　　ものは親会社の資金（現金及び預金、有価証券及び投資有価証券）等であります。
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（３）海 外 売 上 高

　　当連結会計年度　（自　平成１２年４月１日　　至　平成１３年３月３１日）
（単位：百万円）

北　　　　米 その他の地域 計

 Ⅰ　海 外 売 上 高 30,276 7,260 37,537

 Ⅱ　連 結 売 上 高 213,912

 Ⅲ　連結売上高に占める
 　　海外売上高の割合

％
14.1

％
3.4

％
17.5

　　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　　　　２．各区分に属する主な国又は地域
　　　　　　　(1)　北　　　　米　・・・　アメリカ、カナダ
　　　　　　　(2)　その他の地域　・・・　イギリス、中華民国、フィリピン、タイ
　　　　　３．海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額
　　　　　　　（但し、連結会社間の内部売上高を除く）であります。

　　前連結会計年度　（自　平成１１年４月１日　　至　平成１２年３月３１日）
（単位：百万円）

北　　　　米 その他の地域 計

 Ⅰ　海 外 売 上 高 29,843 6,239 36,083

 Ⅱ　連 結 売 上 高 195,506

 Ⅲ　連結売上高に占める
 　　海外売上高の割合

％
15.3

％
3.2

％
18.5

　　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　　　　２．各区分に属する主な国又は地域
　　　　　　　(1)　北　　　　米　・・・　アメリカ、カナダ
　　　　　　　(2)　その他の地域　・・・　イギリス、中華民国、フィリピン、タイ
　　　　　３．海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額
　　　　　　　（但し、連結会社間の内部売上高を除く）であります。
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②　リ ー ス 取 引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

(1) 取 得 価 額 相 当 額          
(2) 減価償却累計額相当額
(3) 期 末 残 高 相 当 額          
(4) 未 経 過 リ ー ス 料          
　　期 末 残 高 相 当 額          
　　（ う ち 1 年以内）          
(5) 支 払 リ ー ス 料          
(6) 減価償却費相当額          
(7) 支 払 利 息 相 当 額          

１,３２５
６３３
６９１

７０３
（　　 ２７６）
３３８
３１８
１６

１,３３３
６３４
６９９

７１４
（　　 ２８９）
３２３
３０１
１９

(8) 減価償却費相当額の算定方法：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
(9) 利息相当額の算定方法　　　：リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　　　　該当取引はありません。

③　関連当事者との取引

　当連結会計年度

１． 親会社及び法人主要株主等

関係内容

属　性
会社等
の名称
住所
資本金
又　は
出資金

事業の内容
又 は 職 業

議決権
等の被
所有割合
役員の
兼任等
事業上
の関係

取引内容 取引金額 科　目 期末残高

その他の
関係会社

ト
ヨ
タ自
　動
　車
　㈱

愛
知
県
豊
田
市

百万円
397,049

自 動 車 の
製造・販売

直接
　30.9%
間接
　 0.1%

名
兼任 1
転籍 7

当
社
製
品販
の売
　先

営
業
取
引

自動車用
部品の販売

百万円
121,239

売掛金
百万円
16,149

　（取引条件ないし取引条件の決定方針等）
　　　自動車用部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、一般的
　　　取引条件と同様に決定しております。
　（注）取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．兄　弟　会　社　等

関係内容

属　性
会社等
の名称
住所
資本金
又　は
出資金

事業の内容
又 は 職 業

議決権
等の所
有(被所
有)割合
役員の
兼任等
事業上
の関係

取引内容 取引金額 科　目 期末残高

その他の
関係会社
の子会社

ダ
イ
ハ
ツ工
　業
　㈱

大

阪
府

池

田
市

百万円
28,401
自 動 車 の
製造・販売

所有
 直接
　 0.0%
被所有
 直接
　 0.0%

名
－

当
社
製
品販
の売
　先

営
業
取
引

自動車用
部品の販売

百万円
10,509
売掛金

百万円
4,526

　（取引条件ないし取引条件の決定方針等）
　　　自動車用部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、一般的
　　　取引条件と同様に決定しております。
　（注）取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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④　税 効 果 会 計

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

（繰延税金資産）

　　未払事業税否認
　　未払費用否認
　　賞与引当金損金算入限度超過額
　　製品保証引当金超過額
　　減価償却費超過額
　　退職給与引当金損金算入限度超過額
　　退職給付引当金損金算入限度超過額
　　子会社の繰越欠損金
　　その他

２８８
１８２
１,００２
１,１５２
１,３０８
－

５,４６５
２２６
９９６

２６１
１８４
７０９
８４９
１,０２７
４,２４２
－
１５９
７３９

　　　　　　小　　計 １０,６２２ ８,１７４

　　　　評価性引当額 △　　 ２２６ △　　 １５９

　　　　繰延税金資産　計 １０,３９６ ８,０１４

同一納税主体に係る繰延税金負債との相殺額 △　１,２５６ △　　 ２１３

　　繰延税金資産　連結貸借対照表計上額 ９,１４０ ７,８０１

（繰延税金負債）

　　その他有価証券評価差額金
　　特別償却準備金
　　その他

△　　 ９９７
△　　 １２０
△　　 １４４

－
△　　 １０６
△　　 １０６

　　　　繰延税金負債　計 △　１,２６１ △　　 ２１３

同一納税主体に係る繰延税金資産との相殺額 １,２５６ ２１３

　　繰延税金負債　連結貸借対照表計上額 △　　 　　５ －
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⑤　有　価　証　券

　当連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

区　　　　分 取　得　原　価
連結貸借対照表
計　上　額 差　　額

　(1) 　株　　　式
　(2) 　債　　　券
　　　　　国債・地方債等
　　　　　社　　　債
　　　　　そ　の　他
　(3) 　そ　の　他

８２１
２１,９４２
９９８

１２,７６４
８,１８０
１２３

２,６９３
２２,８８８
１,０２５
１３,２３９
８,６２３
１２５

１,８７２
９４５
２７
４７４
４４３
１

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの           

小　　　　計 ２２,８８６ ２５,７０６ ２,８１９

　(1) 　株　　　式
　(2) 　債　　　券
　　　　　国債・地方債等
　　　　　社　　　債
　　　　　そ　の　他
　(3) 　そ　の　他

１,１５６
３,５１８
－
９１８
２,６００
－

８９６
３,３７６
－
９０９
２,４６６
－

△　　 ２５９
△　　 １４１

－
△　　 　　８
△　　 １３３

－

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

小　　　　計 ４,６７４ ４,２７２ △　　 ４０１

合　　　　計 ２７,５６１ ２９,９７９ ２,４１８

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

売却額 売却益の合計 売却損の合計

９５,１２９ ０ ０

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

区　　　　分
連結貸借対照表
計　上　額

　その他有価証券
　　　ＭＭＦ、ＦＦＦ
　　　非 上 場 株 式       
　　（店頭売買株式を除く）

１２,４０５
１００

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
（単位：百万円）

区　　　　分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超

　債　　　　　券
　　　国債・地方債等
　　　社　　　　　債
　　　そ　　の　　他

－
－
９０

１,０２５
１４,１４９
４,４９４

－
－

５,６４７

－
－
５４１

合　　　　計 ９０ １９,６６８ ５,６４７ ５４１
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　前連結会計年度
（単位：百万円）

種　　　　類 連結貸借対照表計上額 時　　　　　　　価 評 価 損 益

　(1) 流動資産に属するもの
株　　　　　式
債　　　　　券
そ　　の　　他

７８
８,６０４
－

１３７
８,９１９
－

５９
３１５
－

小　　　　　　計 ８,６８２ ９,０５７ ３７５

　(2) 固定資産に属するもの
株　　　　　式
債　　　　　券
そ　　の　　他

３,１６６
－
－

１５,８３８
－
－

１２,６７１
－
－

小　　　　　　計 ３,１６６ １５,８３８ １２,６７１

合　　　　　　　計 １１,８４９ ２４,８９６ １３,０４６

（注）１．時価等の算定方法
　　　　(1) 上場有価証券　　　　　　‥‥　主に東京証券取引所の最終価格によっております。
　　　　(2) 店頭売買有価証券　　　　‥‥　日本証券業協会が公表する、売買価格等によっております。
　　　　(3) 気配等を有する有価証券　‥‥　日本証券業協会が公表する公社債、店頭基準気配等によっております。
　　　　　（(1)、(2)に該当する有価証券を除く。）
　　　　(4) 非上場の証券投資信託の受益証券　‥‥　基準価格によっております。
　　　　(5) 上記以外の債券　　　　　‥‥　日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還
　　　　（時価の算定が困難なものを除く。）期間等を勘案して算定した価格等によっております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、残存償還期間の算定に当たっては、償還の日については、債券の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種類等の別にそれぞれ償還の日として最も多く用いられている日とし、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社債券の償還の月については、６月又は１２月を償還の月とみなしてお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ります。
　　　２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前連結会計年度   
　　　　　　流動資産に属するもの
　　　　　　　・債　　　券　　　　　　　　　　　　　　　１０,２８０百万円
　　　　　　　・Ｍ　Ｍ　Ｆ　　　　　　　　　　　　　　　１７,８９２百万円
　　　　　　固定資産に属するもの
　　　　　　　・非上場株式　　　　　　　　　　　　　　　　１,４６７百万円

⑥　デリバティブ取引

　　該当事項はありません。
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⑦　退　職　給　付

当連結会計年度

１．採用している退職給付制度の概要

　　　　主に厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。
　　　　また、当社においては退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項
（単位：百万円）

　(1) 退職給付債務
　(2) 年金資産

△　　５０,８４８
３１,５６０

　(3) 未積立退職給付債務（(1)＋(2)）
　(4) 未認識数理計算上の差異

△　　１９,２８８
２,１７９

　(5) 退職給付引当金（(3)＋(4)） △　　１７,１０８

３．退職給付費用に関する事項
（単位：百万円）

　(1) 勤務費用
　(2) 利息費用
　(3) 期待運用収益
　(4) 会計基準変更時差異の費用処理額

２,７４６
１,６３３

△　　　 ９７５
９,７０７

　(5) 退職給付費用（(1)＋(2)＋(3)＋(4)） １３,１１１

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　 (1) 退職給付見込額の期間配分方法　　　　期間定額基準
　　　   (2) 割引率　　　　　　　　　　　　　　 ３.５％
　　　　 (3) 期待運用収益率　　　　　　　　　　 ４.５％
　　　　 (4) 数理計算上の差異の処理年数　　　　　１５年
　　　　 (5) 会計基準変更時差異の処理年数　　　　　１年


